
「認定ファンドレイザー®」に求められる「有償実務経験」について 

 有償実務経験の確認については、当該申告者が以下に定めるファンドレイジング業務に通算 3 年以

上従事していたことを自らの責任において申告するものとします。 

 実務経験の時期は、准認定ファンドレイザー資格試験合格の前後を問いません。 

 明白な虚偽記載があったと判断された場合には、検定試験委員会の審査を経て、資格認定が取り消さ

れます。 

 申告については、受験申込時に行います。申告の評価については、検定試験委員会がその申告内容に

もとづいて審査を行いますが、その審査基準については、非公開となっております。 

 認定ファンドレイザー試験の合否判定は、筆記試験・有償実務経験評価・必修研修終了後に提出され

たレポートの評価によって行います。 

（「認定ファンドレイザー®」 資格認定制度規約 第 7条 実務経験について） 

第 1 項 NPO 法人・その他の民間非営利団体及びソーシャルビジネスのファンドレイジング業務に

対し、有償（金額水準・勤務形態は不問）で以下の業務に従事した経験を実務経験として認定します。 

1 ファンドレイジング業務の直接的な担当者 

2 ファンドレイジング業務の企画立案又は後方実務 

3 ファンドレイジング業務全般に関する管理監督 

第 2項 実務経験の評価に際しては、実務経験確認シート（書式は別に定める）を提出し、検定試験 

委員会がその妥当性を判断します。 
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・ファンドレイジング業務とは、認定ファンドレイザー必修研修テキストで取扱う範囲の業務を、特定の

団体（自団体・複数団体も可）を対象に実施することを指します。 

 寄付集めに関連した業務（企画立案／営業／イベント運営／ダイレクトメールの企画運営等） 

 会費集めに関連した業務（データベース管理／決済システムの構築／会員コミュニケーション等） 

 助成金・補助金に関連した業務（調査／申請／報告等） 

 事業収入に関連した業務（物品販売／出版／人材育成・研修／コンサルティング等） 

 行政委託・融資に関連した業務（申請／報告等） 

 組織運営管理に関連した業務（税務・会計管理／理事会の運営／ボランティアのマネジメント等） 

 広報・活動紹介に関連した業務（HP作成／パンフレット作成／メディア対応等） 
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・上記ファンドレイジング業務を以下の立場で行うもの 

 ファンドレイジング業務の直接的な担当者 

 ファンドレイジング業務の企画立案 

 ファンドレイジング業務全般に関する管理監督 

 コンサルタントなど外部支援者としてファンドレイジング業務に関連した指導・業務に従事した

者。ただし外部者として税務・会計管理の実務のみに従事したケースは認められない場合がある。 
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例）民間企業で働いている者が、NPO 団体のファンドレイジング業務を受託した場合。 

→そのファンドレイジング業務の受託が有償であれば、その業務期間において、該当。 

 

例）行政から受託して、NPO 団体に対してファンドレイジングに関連した支援を行なった場合。 

→有償で行っている支援であれば、その業務期間内において、該当。 

 

例）企業で働いて給与を得ている者が、個人でプロボノ(無償)としてファンドレイジングに関連した

業務を行なった場合。 

→その業務が有償でないため、該当しない。 
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・上記ファンドレイジング業務に通算 3 年以上従事していたことを自らの責任において申告するものと

します。 

 

・下記の計算式に当てはめ、通算 3 年(36 ヶ月)以上であることを、実務経験確認シートにご記入いただ

きます。 

※複数の団体に所属していた場合は、各々の期間を通算し 3年以上であれば該当とします。 

  

 

 

 
× 月数 ≧ 36 

40 

従事時間（一週間中） × 指定期間（月） ≧ 集計期間（月） 

 

 

 

 

「指定期間における一週間の従事時間」を「最大 40時間」で割算。 

通算で 3年(36ヶ月)以上であること。 


